
再評価結果（平成２６年度事業継続箇所） 
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事業 
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至：長野
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県塩尻
し お じ り

市大字宗賀
そ う が

 

 

延長 

 

２．１km

事業概要  

一般国道１９号桜沢改良は、長野県塩尻市大字贄川から長野県塩尻市大字宗賀に至る延長２．１km の

バイパスであり、現道の防災課題箇所の解消を目的に計画された道路です。 

 現道区間には、防災点検の結果、対策等が必要と判断された箇所（７箇所）や交通事故が多発している

線形不良箇所など多くの課題があります。 

 本事業は、課題解決のために別線整備することで、防災課題箇所を回避します。 

Ｈ１９年度事業化 

 

Ｈ－年度都市計画決定 

（Ｈ－年度変更） 

Ｈ２１年度用地着手 

 

Ｈ２４年度工事着手 

 

全体事業費 ９０億円 事業進捗率 ９％ 供用済延長 ０．０km

地域の防災面の課題                     

・当該区間には、防災上課題のある箇所として、道路災害に直接結びつく可能性の高い要対策箇所が２箇

所、道路災害の危険要因がある防災カルテ箇所が５箇所存在し、過去には雪崩や豪雨により土石流、冠

水が発生するなど災害の発生しやすい地域である。 

・特に、要対策箇所（擁壁・落石）においては、空石積擁壁中央付近に、９ｃｍ程度のせり出し、石の抜

け落ちや、新たな落石（平成２５年７月）が発生しており、抜本的な対応が早急に必要である。 

（中部防災技術専門委員会（平成２５年１０月１８日）） 

課題を踏まえた対策・事業内容                     

・事業内容は、現状の課題（防災上の課題、過去の災害、線形不良、災害・事故等による通行止め、生

活環境）を解決する対策検討の視点として、防災課題箇所や線形不良区間での事故懸念及び経済性な

どを総合的に検討しており、現在の計画案が技術的に適切な対策案であると判断出来る。 

・事業の対策内容のコストについて、土工区間、橋梁、トンネル等について、現時点での調査結果（地

質調査等）及び類似事業対策から決定しており、適正コストが計上されているため妥当だと判断出来

る。 

（中部防災技術専門委員会（平成２５年１０月１８日）） 

事業の効果等  費用       (残事業)/(事業全体) 

① 災害時の迂回解消を含めた走行時間の短縮等 

（９６億円（残事業=９６億円）） 

② 災害による被害の回避 

・災害による日常生活への影響の回避等 

・通行止めによる迂回回避の効果 

・観光への影響の回避 

・孤立集落の発生や復旧活動の遅れの回避 

 

72 ／ 81 億円 

              

  事 業 費： 64/ 73 億円 

  維持管理費： 8.2/8.2 億円 

 

 

関係する地方公共団体等の意見  

地域から頂いた主な意見等：  

  塩尻市、塩尻市議会、塩尻商工会議所などで構成される国道１９号塩尻地区整備促進協議会より 

防災対策事業促進の要望を受けている。 

知事の意見： 

 一般国道１９号桜沢改良につきましては、異常気象、交通事故や落石によりたびたび通行止めが発生

している箇所であり、この改良により急峻な地形に沿った現在のルートが解消され、安全性の確保に

大きな効果があるものと期待しています。事業継続を図るとともに、コスト縮減への更なる取組と、

積極的な予算確保、早期完成に向けた事業の推進を強く要請します。 



事業評価監視委員会の意見  

・「事業継続」することは「妥当」である。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・平成２５年７月、要対策箇所で落石が発生し、約４時間の片側交互通行を実施。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・事業進捗率は９％、用地進捗率１００％。 

・今年度は塩尻市大字贄川～塩尻市大字宗賀（Ｌ＝２．１ｋｍ）の橋梁下部工等を実施。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

・塩尻市大字贄川～塩尻市大字宗賀（Ｌ＝２．１ｋｍ）は、概ね１０年程度の開通を目指す。 

施設の構造や工法の変更等  

・今後、技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努めながら事業を推進する。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

  事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。 

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。 
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